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日本の再エネの状況 ‐ 「踊り場」をいかに超えるか ‐
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主要国の再エネ導入量推移

世界的に再エネの導入が加速するなか、
日本では導入ペースが落ちている

出典・参考: IRENA 、北海道新聞, 日本経済新聞 他

社会の厳しい目やインフレなど、「逆風」も

https://www.irena.org/Publications/2024/Mar/Renewable-capacity-statistics-2024
https://www.hokkaido-np.co.jp/article/1206138/
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温故知新 2015年～16年の状況

「再エネ買いたいが、
そもそも売っていない・・」

「再エネ作りたいが、
売れるか分からない・・」

需要家 発電事業者
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温故知新 ‐ 需要家の役割・力を振り返る ‐

需要シグナル

！

発電事業者

②「市場有り。投資！」
需要家

①「再エネほしい！」

需要家

④「これならできる」 ③低価格・新サービス！
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ディスカッション１

“需要シグナル”の重要性を振り返る

‐日本におけるRE100の経験から‐



出 典：日本経済新聞朝刊（許諾番号30105690）
見出し：使用電力再生エネに転換 富士通など全量10～30年で
掲載日：2018年 7月20日 © 2025 Fujitsu Limited

無断複写・転載禁止

あの富士通が

RE100加盟?!
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日本におけるRE100
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RE100日本加盟数 新規PPA件数

需要家が日本の再エネを拓いている

94社
（2025年）

参考：エネハブ

RE100企業
PPA検討開始

RE100企業
日本初の
PPA開始

https://enehub.jp/corporate-ppas/
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RE100による
政策後押しの事例：韓国

李在明大統領に、企業の強い需要意志を伝達

RE100 ラウンドテーブル

PPA レポート

政策提言

PPA制度の改善と、2030年までに22GWの再
エネ導入目標を追加する方針を発表

就任演説で「RE100産業ゾーン」構想とRE100

の重要性を明確に示す
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ディスカッション２

新たな“需要シグナル”を考える

‐ 追加性の検討、自然や地域と共生する再エネの主流化へ ‐
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再エネ電力総合評価制度（国内）の概要

再エネ化する拠点をあらかじめ決定した上で再エネ電力同士の比較の際に活用。
⚫ 2021年3月、国内拠点の再エネ率向上と質の確保に向けた施策として、独自の再エネ電力総合評価制度を導入

⚫ 新規開発を促進する追加性のある電源であることや、環境負荷の低さ、地域社会への貢献度などを9つの視点で総合的に評価

⚫ PPAプロジェクトの選定時にもこの評価制度の基準で評価

大目的 評価項目 情報分類

Prosperity 持続可能な経済 価格 安いと高得点 ＜価格点＞ 小売電気に関する情報

Planet
持続可能な
地球環境

追加性 運開年数が若いと高得点 発電所の情報

再エネ種類 環境負荷が低いものだと高得点 発電所の情報

近接性 発電所と購入事業所が近いと高得点 発電所の情報

電源構成 電気自体も再エネだと高得点 小売電気に関する情報

小売電気業者の評価 直近のCDP気候変動スコアがA-以上で得点 小売電気に関する情報

発電事業者の評価 直近のCDP気候変動スコアがA-以上で得点 発電所の情報

People
持続可能な
地域社会

地元出資比率 比率が高いと高得点 発電所の情報

その他の地元貢献 地元への寄付、雇用創出などを定性評価 発電所の情報



再生可能エネルギーと自然共生・地域共生

• ㈱坪口農事未来研究所、パタゴニア・インターナショナル・インク、みんな電力（㈱UPDATER）が取り組む、兵庫県
豊岡市の営農型太陽光発電所（ソーラーシェアリング）を含む農地8.85haが環境省の「自然共生サイト」に認定。
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ソーラーシェアリングのポテンシャル
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自然共生・地域共生を図りつつ
再エネ拡大は可能

出典）農林水産省 https://www.maff.go.jp/j/tokei/kekka_gaiyou/sakumotu/menseki/r5/kouti/index.html
スマートジャパン https://www.itmedia.co.jp/smartjapan/articles/2105/13/news032.html

日本全体の農地面積：約430万ha

農地の5％（22万ha）に
ソーラーシェアリングを設置すれば
約2,000億kWhの発電が可能

→ 国内電力量の約20％を賄える

日本の農地面積

約430万ha

5%
（22万ha)

※現状は約20億
kWh(1/100）

現状0.05％

https://www.maff.go.jp/j/tokei/kekka_gaiyou/sakumotu/menseki/r5/kouti/index.html
https://www.itmedia.co.jp/smartjapan/articles/2105/13/news032.html
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